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議案第２２号

令和５年度蓮田市下水道事業会計予算

（総　則）

第１条 令和５年度蓮田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

(1)  下水道事業

イ 戸

ロ ㎥

ハ ㎥

ニ 管渠建設改良費 千円

(2)    農業集落排水事業

イ 戸

ロ ㎥

ハ ㎥

ニ 管渠建設改良費 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

 第２款 千円

第１項 千円

第２項 千円

1,076,870

584,027

312,390

856

5,500

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

収　　　　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益

農業集落排水事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益 115,915

19,789

5,042,131

13,814

227,726

水 洗 化 戸 数

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

水 洗 化 戸 数 1,060

492,843

164,081

48,166
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 第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

 第２款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額443,117千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税に係る資本的収支調整額11,868千円、過年度分損益勘定留保資金300,390千円、当年度分

　損益勘定留保資金130,859千円で補てんするものとする。）。

 第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

 第２款 農業集落排水事業資本的収入 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

下 水 道 事 業 費 用

予 備 費

150,993

11,077

500

76,652

営 業 外 費 用

収　　　　　　　　　入

下水道事業資本的収入

981,812

89,537

営 業 費 用

営 業 外 費 用

1,000

162,570

企 業 債 296,200

負 担 金 等 6,664

149,660

11,500

498,324

予 備 費

他 会 計 補 助 金

負 担 金 等 4,512

農業集落排水事業費用

営 業 費 用

支　　　　　　　　　出

1,072,349

国 庫 補 助 金 3,200

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

68,940

国 庫 補 助 金

34,300
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 第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

 第２款 農業集落排水事業資本的支出 千円

第１項 千円

第２項 千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりとする。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額

令和５年度以降

水洗便所改造者が融資機関より借入
れる水洗便所改造資金で、償還期日
到来後３か月を経過しても償還され
なかった元利金合計額（支払遅延利
息を含む）。

水洗便所改造資金損失補償

（ 令 和 ５ 年 度 融 資 分 ）

証 書 借 入
又は

証 券 発 行
5.0 ％以内

企 業 債 償 還 金

905,728

318,868

586,860

112,365

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

事 項 期 間

支　　　　　　　　　出

下水道事業資本的支出

資 本 費 平 準 化 債

中 川 流 域 下 水 道 事 業

特定環境保全公共下水道事業

償 還 の 方 法起 債 の 目 的 起 債 の 方 法

公 共 下 水 道 事 業

千円

千円

千円

千円

150,000

28,700

60,100

57,400 政府資金及び地方公共団体金融
機構資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者との協定に基づ
くものとする。ただし、企業財
政の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰上
償還又は低利に借換えすること
ができる。

利 率限 度 額

86,075

建 設 改 良 費 26,290
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（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の款内各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定める。

(1)  営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)   千円

（他会計からの補助金）

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、299,800千円である。

蓮田市長 山 口 京 子

職 員 給 与 費 72,000

令和５年２月２１日提出
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令和５年度蓮田市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業収益 1,076,870

1. 営業収益 584,027

1. 下水道使用料 535,663

2. 雨水処理負担金 48,200

3. その他の営業収益 164

2. 営業外収益 492,843

2. 他会計負担金 147,700

3. 他会計補助金 80,000

4. 長期前受金戻入 264,786

5. 雑収益 7

6. 国庫補助金 350

2. 農業集落排水事業収益 164,081

1. 営業収益 48,166

1. 農業集落排水使用料 48,166

2. 営業外収益 115,915

2. 他会計負担金 60,000

3. 他会計補助金 1,200

4. 長期前受金戻入 54,712

5. 雑収益 3

款 項 目
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収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業費用 1,072,349

1. 営業費用 981,812

1. 管渠費 22,440

2. ポンプ場費 17,664

3. 流域下水道維持管理費 224,445

4. 普及促進費 1

5. 業務費 62,086

6. 総係費 101,553

7. 減価償却費 553,533

8. 資産減耗費 90

2. 営業外費用 89,537

1. 支払利息 76,720

2. 雑支出 200

3. 消費税及び地方消費税 12,617

3. 予備費（3条） 1,000

1. 予備費（3条） 1,000

2. 農業集落排水事業費用 162,570

1. 営業費用 150,993

1. 管渠費 8,796

2. 処理場費 53,820

3. 普及促進費 1

4. 業務費 1,627

5. 総係費 927

6. 減価償却費 85,822

2. 営業外費用 11,077

1. 支払利息 10,997

2. 雑支出 80

3. 予備費（3条） 500

1. 予備費（3条） 500

款 項 目
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業資本的収入 498,324

1. 企業債 296,200

1. 企業債 296,200

2. 他会計負担金 34,300

1. 一般会計負担金 34,300

3. 他会計補助金 149,660

1. 一般会計補助金 149,660

4. 負担金等 6,664

1. 受益者負担金 6,664

5. 国庫補助金 11,500

1. 国庫補助金 11,500

2. 農業集落排水事業資本的収入 76,652

1. 他会計補助金 68,940

1. 一般会計補助金 68,940

2. 負担金等 4,512

1. 受益者分担金 4,512

3. 国庫補助金 3,200

1. 国庫補助金 3,200

款 項 目
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業資本的支出 905,728

1. 建設改良費 318,868

1. 管渠建設改良費 227,726

2. ポンプ場建設改良費 61,270

3. 流域下水道建設負担金 28,781

4. 営業設備費 1,091

2. 企業債償還金 586,860

1. 企業債償還金 586,860

2. 農業集落排水事業資本的支出 112,365

1. 建設改良費 26,290

1. 管渠建設改良費 5,500

2. 処理場建設改良費 20,790

2. 企業債償還金 86,075

1. 企業債償還金 86,075

款 項 目
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令和５年度蓮田市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで）

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 6,092,220

　　減価償却費 639,355,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） △111,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 132,000

　　長期前受金戻入額 △319,498,000

　　受取利息及び受取配当金 0

　　支払利息 87,717,000

　　固定資産除却損 90,000

　　未収金の増減額（△は増加） 3,326,580

　　未払金等の増減額（△は減少） △155,037,113

　　その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　　小計 262,066,687

　　利息及び配当金の受取額 0

　　利息の支払額 △87,717,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 174,349,687
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２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △290,337,848

　　無形固定資産の取得による支出 △26,164,545

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 252,900,000

　　国庫補助金等による収入 14,700,000

　　受益者負担金等による収入 11,176,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △37,726,393

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 296,200,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △672,935,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △376,735,000

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） △240,111,706

資金期首残高 732,061,795

資金期末残高 491,950,089
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１　総　括

（単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬 給料 手当 計

損益勘定支弁職員 12 5 225 19,036 12,382 31,643 9,861 41,504

資本勘定支弁職員 0 4 0 13,598 9,908 23,506 6,990 30,496

合　　　　計 12 9 225 32,634 22,290 55,149 16,851 72,000

損益勘定支弁職員 12 5 225 18,931 12,167 31,323 9,259 40,582

資本勘定支弁職員 0 3 0 10,498 8,411 18,909 5,981 24,890

合　　　　計 12 8 225 29,429 20,578 50,232 15,240 65,472

損益勘定支弁職員 0 0 0 105 215 320 602 922

資本勘定支弁職員 0 1 0 3,100 1,497 4,597 1,009 5,606

合　　　　計 0 1 0 3,205 1,712 4,917 1,611 6,528

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手 当

管 理 職
手 当

期末手当 勤勉手当

本 年 度 798 2,104 612 879 30 2,430 60 1,620 7,431 6,326

前 年 度 738 1,906 276 655 45 3,104 60 1,560 6,826 5,408

比 較 60 198 336 224 △ 15 △ 674 0 60 605 918

給与費明細書

区             分
職　　員　　数

法定
福利費

合　　計
給 与 費

本
年
度

前
年
度

比
　
較

手 当
の

内 訳
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２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

区　　分 増減額

給　　料 3,205 147

451 平均昇給率1.82％

 その他の増減分 2,607

手　　当 1,712 371  勤勉手当 331

 その他 40

 その他の増減分 1,341

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

平　均　給　料　月　額　（円）

平　均　給　与　月　額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

平　均　給　料　月　額　（円）

平　均　給　与　月　額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

（２）初任給

 給与改定に伴う増減分

 制度改正に伴う増減分

説　　　　　明増減事由別内訳

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

164,100

175,300

191,700

備　　　　　考

区　　　　　　　　　　　　　　分 職種　企業職（一）

 昇給に伴う増加分

支給率の改定
 6月期　0.95月分→1.0月分
12月期　0.95月分→1.0月分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

一般会計の制度

行政職（一）（円）

164,100

175,300

191,700

（円）

企　業　職　（一）

289,607

354,101

39

301,575

399,047

40

区　　　　　分
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（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主事補 主　事 主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長 部　長

100.0

区　　　　分

企 業 職 （一）

37.5

12.5

12.5

25.0

12.5

0.0

0.0

６　　級

７　　級

８　　級

計

令和４年１月１日現在

１　　級

8

3

1

1

2

1

0

0

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

0.0

11.1

0.0

100.0

0.0

0

1

0

9

0

1

1

2

0.0

44.5

11.1

11.1

22.2

0

4

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

級 職員数（人） 構成比（％）
区　　　分

企　業　職　（一）

令和５年１月１日現在
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（４）昇給

合　計

職員数 （A）（人） 9

昇給に係る職員数 （B）（人） 9

号給数別内訳 １号給（人） 0

２号給（人） 2

３号給（人） 0

４号給（人） 7

比率 （B)／（A）     （％） 100.0

職員数 （A）（人） 8

昇給に係る職員数 （B）（人） 8

号給数別内訳 １号給（人） 0

２号給（人） 1

３号給（人） 0

４号給（人） 7

比率 （B)／（A）     （％） 100.0

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（令和４年１２月実績）(％)

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　分

本
年
度

前
年
度

区　　　　　　　　　分 全職種

0.09

11.1

不快業務手当
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（６）期末・勤勉手当

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（８）その他の手当

備考
6月（月分）

2.200

12月（月分）

2.200

支給期別支給率
支給率計（月分）

4.40

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

有

有

有

定年前早期退職特例
措置（2～45％加算）

定年前早期退職特例
措置（2～45％加算）

2.150 2.150

2.200 2.200

4.30

4.40

差異の内容一般会計の制度との異同

同

同

同

区　　　分

本　年　度

支 給 率 等

一般会計の制度
（支給率等）

備　　　考区　　　分 その他の加算措置等

前　年　度

一般会計の制度

同

区　　　分

通勤手当

扶養手当

住居手当

地域手当
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令和５年度に係る分 （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 下水道事業収益 損益勘定留保資金

水洗便所改造資金損失補償
（ 令 和 ５ 年 度 融 資 分 ）

水洗便所改造者が融資機関よ
り借入れる水洗便所改造資金
で、償還期日到来後３か月を
経過しても償還されなかった
元利金合計額（支払遅延利息
を含む）。

令和５年度以降 限度額に同じ 限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳
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過年度に係る分 （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 下水道事業収益 損益勘定留保資金

公 共 下 水 道 汚 水 管 渠
清 掃 業 務 委 託 費

2,200 令和４年度 令和５年度 2,200 2,200

農 業 集 落 排 水 汚 水 管 渠
清 掃 業 務 委 託 費

1,485 令和４年度 令和５年度 1,485 1,485

高 圧 受 電 設 備 保 守
点 検 業 務 委 託 費

132

令和５年度 13,121 13,121

132 132令和４年度

3,6303,630

汚 泥 処 理 委 託 費 13,121 令和４年度

94

農業集落排水処理施設等維持
管理業務委託費（上平野、高
虫、駒崎・井沼、根金・貝塚）

47,300 令和４年度
令和５年度から
令和７年度まで

47,300 47,300

汚水中継ポンプ場自家用電気
工作物保守管理業務委託費

94 令和４年度 令和５年度 94

農業集落排水処理施設等
排水水質検査業務委託費

3,630 令和４年度 令和５年度

令和５年度

庁 用 自 動 車 借 上 料 4,900
令和元年度から
令和４年度まで

1,350
令和５年度から
令和８年度まで

18,040 18,040

1,8011,801

汚 水 中 継 ポ ン プ 場
維 持 管 理 業 務 委 託 費

18,040 令和４年度
令和５年度から
令和７年度まで

水洗便所改造資金損失補償
（ 令 和 ４ 年 度 融 資 分 ）

水洗便所改造者が融資機関よ
り借入れる水洗便所改造資金
で、償還期日到来後３か月を
経過しても償還されなかった
元利金合計額（支払遅延利息
を含む）。

令和４年度 令和５年度以降 限度額に同じ 限度額に同じ

事 項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳
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（令和6年 3月 31日）

（単位：円）

資　産　の　部

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　 イ 土地 175,705,716

　　 ロ 建物 197,072,999

　　　　減価償却累計額 △89,195,929 107,877,070

　　 ハ 構築物 31,321,928,563

　　　　減価償却累計額 △15,524,937,440 15,796,991,123

　　 ニ 機械及び装置 1,083,666,690

　　　　減価償却累計額 △913,326,253 170,340,437

　　 ホ 車両運搬具 765,890

　　　　減価償却累計額 △516,975 248,915

　　 ヘ 工具、器具及び備品 3,773,671

　　　　減価償却累計額 △1,580,058 2,193,613

　　 ト 建設仮勘定 0

　　 有形固定資産合計 16,253,356,874

　(2) 無形固定資産

　　 イ 施設利用権 805,411,491

　　 ロ 電話加入権 2,964,000

　　 無形固定資産合計 808,375,491

　　 固定資産合計 17,061,732,365

２　流動資産

　(1) 現金預金 491,950,089

　(2) 未収金 95,351,055

　　　貸倒引当金 △1,377,745 93,973,310

　(3) 前払費用 0

　(4) 前払金 0

　(5) その他流動資産 0

　　 流動資産合計 585,923,399

　　 資　 産　 合　 計 17,647,655,764

令和５年度蓮田市下水道事業会計予定貸借対照表
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負　債　の　部

３　固定負債

　(1) 企業債

　　 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,063,103,564 5,063,103,564

　　 固定負債合計 5,063,103,564

４　流動負債

　(1) 企業債

　　 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 659,900,923 659,900,923

　(2) 未払金 105,795,717

　(3) 前受金 0

　(4) 引当金

　　 イ 賞与等引当金 2,995,000 2,995,000

　(5) その他流動負債 1,100,000

　　 流動負債合計 769,791,640

５　繰延収益

　(1) 長期前受金 19,311,258,244

　(2) 長期前受金収益化累計額 △9,454,064,143

　　 繰延収益合計 9,857,194,101

　　 負　 債　 合　 計 15,690,089,305

資　本　の　部

６　資本金 1,528,904,785

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　 イ 負担金等 7,615,107

　　 ロ 寄付金 0

　　 ハ 一般会計補助金 21,787,330

　　 二 国庫補助金 82,456,755

　　 ホ 県補助金 19,437,180

　　 ヘ 受贈財産評価額 21,231,314

　　 資本剰余金合計 152,527,686

　(2) 利益剰余金

　　 イ 建設改良積立金 185,006,099

　　 ロ 減債積立金 85,035,669

　　 ハ 当年度未処分利益剰余金 6,092,220

　　 利益剰余金合計 276,133,988

　　 剰余金合計 428,661,674

　　 資　 本 　合　 計 1,957,566,459

　　 負 債 資 本 合 計 17,647,655,764
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令和４年度蓮田市下水道事業会計予定損益計算書
（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで）

（単位：円）

１．営業収益

　(1) 下水道・農業集落排水使用料 548,014,010

　(2) 雨水処理負担金 49,360,000

　(3) その他の営業収益 74,000 597,448,010

２．営業費用

　(1) 管渠費 34,605,996

　(2) ポンプ場費 11,866,028

　(3) 処理場費 41,654,729

　(4) 流域下水道維持管理費 200,788,691

　(5) 普及促進費 0

　(6) 業務費 55,200,031

　(7) 総係費 55,503,953

　(8) 減価償却費 643,610,201

　(9) 資産減耗費 10,522,838 1,053,752,467

営業利益 △456,304,457

３．営業外収益

　(1) 受取利息 0

　(2) 他会計負担金 202,740,000

　(3) 他会計補助金 47,490,000

　(4) 長期前受金戻入 319,212,763

　(5) 雑収益 176,330

　(6) 国庫補助金 1,500,000 571,119,093

４．営業外費用　

　(1) 支払利息 99,638,287

　(2) 繰延勘定償却 0

　(3) 雑支出 170,250 99,808,537 471,310,556

経常利益 15,006,099
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５．特別損失

　(1) その他特別損失 0 0 0

当 年 度 純 利 益 15,006,099

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 15,006,099
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（令和5年 3月31日）

（単位：円）

資　産　の　部

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　 イ 土地 175,705,716

　　 ロ 建物 197,072,999

　　　　減価償却累計額 △85,648,615 111,424,384

　　 ハ 構築物 31,095,181,815

　　　　減価償却累計額 △14,970,596,054 16,124,585,761

　　 ニ 機械及び装置 1,021,156,690

　　　　減価償却累計額 △901,671,318 119,485,372

　　 ホ 車両運搬具 765,890

　　　　減価償却累計額 △344,650 421,240

　　 ヘ 工具、器具及び備品 2,782,571

　　　　減価償却累計額 △1,172,038 1,610,533

　　 ト 建設仮勘定 0

　　 有形固定資産合計 16,533,233,006

　(2) 無形固定資産

　　 イ 施設利用権 848,477,966

　　 ロ 電話加入権 2,964,000

　　 無形固定資産合計 851,441,966

　　 固定資産合計 17,384,674,972

２　流動資産

　(1) 現金預金 732,061,795

　(2) 未収金 98,677,635

　　　貸倒引当金 △1,245,745 97,431,890

　(3) 前払費用 0

　(4) 前払金 0

　(5) その他流動資産 0

　　 流動資産合計 829,493,685

　　 資　 産　 合　 計 18,214,168,657

令和４年度蓮田市下水道事業会計予定貸借対照表
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負　債　の　部

３　固定負債

　(1) 企業債

　　 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,426,804,487 5,426,804,487

　　 固定負債合計 5,426,804,487

４　流動負債

　(1) 企業債

　　 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 672,935,000 672,935,000

　(2) 未払金 260,832,830

　(3) 前受金 0

　(4) 引当金

　　 イ 賞与等引当金 3,106,000 3,106,000

　(5) その他流動負債 1,100,000

　　 流動負債合計 937,973,830

５　繰延収益

　(1) 長期前受金 19,032,482,244

　(2) 長期前受金収益化累計額 △9,134,566,143

　　 繰延収益合計 9,897,916,101

　　 負　 債　 合　 計 16,262,694,418

資　本　の　部

６　資本金 1,528,904,785

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　 イ 負担金等 7,615,107

　　 ロ 寄付金 0

　　 ハ 一般会計補助金 21,787,330

　　 二 国庫補助金 82,456,755

　　 ホ 県補助金 19,437,180

　　 ヘ 受贈財産評価額 21,231,314

　　 資本剰余金合計 152,527,686

　(2) 利益剰余金

　　 イ 建設改良積立金 170,000,000

　　 ロ 減債積立金 85,035,669

　　 ハ 当年度未処分利益剰余金 15,006,099

　　 利益剰余金合計 270,041,768

　　 剰余金合計 422,569,454

　　 資　 本 　合　 計 1,951,474,239

　　 負 債 資 本 合 計 18,214,168,657
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

1 消費税の会計処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

2 資産の評価基準及び評価方法

（１） 有形固定資産 ・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 建物50年、構築物10年～50年、機械及び装置10年～20年、工具器具及び備品5年～15年

（２） 無形固定資産 ・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数 施設利用権35年

3 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金 職員の退職給付引当金は、覚書に基づき、一般会計において特別負担金、その他負担が発生した場合は負担することとしているため計上していない。

（２） 賞与等引当金 職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、本年度末における支給見込額に基づき、本年度に負担するべき額を計上している。

（３） 貸倒引当金 債権の不納欠損等による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 リース取引の処理方法 中小規模特例適用により、所有権移転以外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた処理を行っている。

Ⅱ セグメント情報

1 蓮田市下水道事業における報告セグメントの区分は、下水道事業、及び農業集落排水事業としていることから、当該２事業を報告セグメントとしている。

なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下の通りである。

事業区分
下水道事業
農業集落排水事業 農業集落におけるし尿・生活雑排水の処理

市街地等におけるし尿・生活雑排水の処理及び雨水排除
事業の内容
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2 報告セグメントの営業収益等

令和５年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
（単位　　千円）

令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
（単位　　千円）

Ⅲ 重要な後発事象 重要な後発事象に該当する事項はない。

営業損益 △ 356,315 △ 99,989 △ 456,304
経常損益 12,557 2,449 15,006

44,210 597,448
営業費用 909,553 144,199 1,053,752

2,718,334
2,251,578

合計
579,119

1,092,424
△ 513,305

6,092
17,647,656

農業集落排水事業
43,788

145,155
△ 101,367

3,016
セグメント資産
セグメント負債

下水道事業
535,331
947,269

△ 411,938
3,076

14,929,322

項目
営業収益
営業費用
営業損益
経常損益

セグメント負債 13,943,838 2,318,856 16,262,694

13,438,511 15,690,089

項目 下水道事業 農業集落排水事業 合計

セグメント資産 15,431,574 2,782,595 18,214,169

営業収益 553,238
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